




























































                                 
1）産経新聞2005 年 6月 19日付朝刊。 
2）これまでの日本国憲法改正論の歴史については、永井憲一・利谷信義編『資料 日本国憲法２・３』（三省
堂、1986年）、渡辺治『日本国憲法「改正」史』（日本評論社、1987年）第３章および４章、岡部史信・藤田









































 90 年代以降の改憲論の目指す「国家像」とは何なのであろうか。筆者は、それを 90 年代か
ら世界を席捲し始めた「新自由主義」にあると考える。 
 現代の先進資本主義国家の支配的な原理である「新自由主義」あるいは「新保守主義」は、




りに、80 年代末から 90 年代初頭の日米構造協議を経て、一挙に政治的トレンドになり、今日
にまで至っている。 
 わが国の新自由主義改革の基調をなすキーワードは「規制緩和」である。これを基礎づけたの















 80 年代後半以降今日までに実施された諸改革をまとめてみると、次のようになる3）。 
                                 
3）この視点については、渡辺治教授の著作、『90 年代改憲を読む』（旬報社、1994 年）、『憲法「改正」－軍事






























                                                                                     
大国化・構造改革から改憲へ』（旬報社、2005年）など参照。 




行為の多発、社会関係・人間関係の分裂・破綻・荒廃、自殺者の増加（7 年連続で毎年 3 万人
を越える自殺者の存在、2003 年度は 3万 4427 人の自殺者を生み出し過去最高を記録、2004 年




























72巻 1号（2000 年）参照。 





























 また公明党は、同年６月 17 日から 19 日にかけて、公明新聞で同党の憲法調査会による「論




－ 38 － 
点整理」を公表し、新しい権利を書き加えるという「加憲」の立場を明らかにした。 





























                                 
9）読売新聞「改憲試案第３次案」の内容について、読売新聞社編『憲法改正 読売試案2004年』（中央公論社、
2004年）参照。 









































































































































































































































































































－ 48 － 
⑩最高法規 





























                                 
10）以下の点について、拙稿「イタリアの改憲論の動向と憲法改正国民投票制度、日本の改憲論議に抜け落ち
ているもの」季刊 現代の理論2005年夏号 141-42 頁参照。 



























                                 






















                                 
17)東アジア共同体の構想について、小林直樹「東アジア共同体の構想と問題」内藤光博･古川純編『東北アジ
アの法と政治』(専修大学出版局、2005年)所収、参照。 
－ 51 － 
